
平成25年3月期 第2四半期決算短信〔米国基準〕（連結） 

平成24年10月26日

（百万円未満四捨五入）

上場会社名 オリックス株式会社 上場取引所 東 大 
コード番号 8591 URL http://www.orix.co.jp/grp/ir/
代表者 （役職名） 代表執行役社長 （氏名） 井上 亮
問合せ先責任者 （役職名） 代表執行役副社長 （氏名） 浦田 晴之 TEL 03 - 5419 - 5102
四半期報告書提出予定日 平成24年11月12日
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 有
四半期決算説明会開催の有無 ： 有

1.  平成25年3月期第2四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注） 株主資本は米国会計基準に基づき、当社株主に帰属する株主資本合計を記載しています。株主資本比率は、当該株主資本合計を用いて算出して
います。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 税引前四半期純利益
当社株主に帰属する四半

期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第2四半期 510,921 7.8 77,602 2.4 87,999 16.8 59,840 33.9
24年3月期第2四半期 474,055 2.7 75,787 68.3 75,321 47.0 44,694 33.3

（注）四半期包括利益 25年3月期第2四半期 44,970百万円 （140.7％） 24年3月期第2四半期 18,681百万円 （30.3％）

1株当たり当社株主に帰属する四半
期純利益

潜在株式調整後1株当たり当社株
主に帰属する四半期純利益

円 銭 円 銭

25年3月期第2四半期 556.54 465.92
24年3月期第2四半期 415.74 347.46

総資産 資本合計（純資産） 株主資本 株主資本比率
百万円 百万円 百万円 ％

25年3月期第2四半期 8,186,534 1,455,390 1,415,999 17.3
24年3月期 8,332,830 1,420,471 1,380,736 16.6

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
平成25年 3月期の配当予想額は未定です。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― ― ― 90.00 90.00
25年3月期 ― ―
25年3月期（予想） ― ― ―

3. 平成25年 3月期の連結業績目標（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
(注） 業績目標において、非継続事業からの損益は予想することが困難であるため、営業利益および税引前当期純利益は開示していません。 

営業収益 当社株主に帰属する当期純利益
1株当たり当社株主に帰

属する当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,030,000 6.0 100,000 19.7 930.04



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  有  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づ
く四半期財務諸表レビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1．本資料に記載されている業績目標等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいていま
すが、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績目標の前提となる仮定および業績目標のご利用にあたっての注意事項等に
ついては、【添付資料】６ページ「連結業績目標に関する定性的情報」をご覧ください。 
 
2．金融サービス事業を中心に不動産関連事業、投資関連事業等グループで多角的な事業展開を行っています。これらの事業特性から、国内・海外の経済
情勢や事業環境の変化、市場動向などの影響を強く受けるため、業績見通し等を行うことが困難になってきています。このため、配当に関しては業績が確
定した時点で開示させていただきます。 

※  注記事項

新規 1社 （社名） オリックス・クレジット株式会社 、 除外 ― 社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期2Q 110,254,622 株 24年3月期 110,254,422 株
② 期末自己株式数 25年3月期2Q 2,731,693 株 24年3月期 2,732,701 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期2Q 107,522,185 株 24年3月期2Q 107,504,306 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 
 

第２四半期連結累計期間の経営成績 

 

  前第２四半期 

連結累計期間 

当第２四半期 

連結累計期間 

増減 増減率 

営業収益 (百万円) 474,055 510,921 36,866 8％

営業費用 (百万円) 398,268 433,319 35,051 9％

税引前四半期純利益 (百万円) 75,321 87,999 12,678 17％

当社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 44,694 59,840 15,146 34％

１株当たり当社株主に帰属する 

四半期純利益（基本的） (円) 415.74 556.54 140.80 34％

（希薄化後） (円) 347.46 465.92 118.46 34％

ＲＯＥ 
（当社株主資本・当社株主に帰属する四半期

純利益率、年換算） 
(％) 6.8 8.6 1.8 － 

ＲＯＡ 
（総資本・当社株主に帰属する四半期純利益

率、年換算） 
(％) 1.06 1.45 0.39 － 

*ＲＯＥは、米国会計基準に基づき、当社株主資本合計を用いて算出しています。 

*平成 24 年４月１日より、会計基準書アップデート第 2010-26 号（保険契約の取得または更新に伴う費用の会計処理-会

計基準編纂書 944（金融サービス-保険））を過年度の連結財務諸表に遡って適用しており、過年度について組替再表示

しています。 

 

＜経済環境＞ 

 

世界経済は、緩やかな回復過程にありましたが、欧州債務問題の長期化や新興国経済の成長鈍化等、減速の

動きが広がりつつあります。そのような状況下、2012 年は政治の節目の年として主要国でトップの選挙や交

代が始まっており、各国の経済政策に注目が集まっています。 
 

米国経済は、雇用や住宅市場が底堅く推移するなど、緩やかな回復が続いています。このような状況下、９

月のＦＯＭＣでは、量的緩和（ＱＥ３）の実施と時間軸政策の延長が決定され、金融緩和が強化されていま

す。 
 
アジア新興国の経済は、中国やインドなど欧米経済の減速等により成長のスピードがやや鈍化し世界経済を

牽引する力が弱まっている地域もありますが、インドネシアなど東南アジア諸国では先進国と比較すると依

然高成長が続いています。 
 

日本経済は、円高や海外経済の減速を背景に輸出企業の一部に弱めの動きが見られるものの、日銀の追加金

融緩和や復興需要等の下支えもあり国内需要は底堅く推移しています。引き続き政治は不安定であるものの、

今後の経済成長戦略が注目されます。 

 

＜業績総括（平成 24 年 4 月 1日から平成 24 年 9 月 30 日まで）＞ 

 

当第２四半期連結累計期間の営業収益は、前年同期の 474,055 百万円に比べて８％増の 510,921 百万円にな

りました。「貸付金および有価証券利息」はオリックス・クレジット株式会社の子会社化やサービサー事業の

大口回収があったことから、「生命保険料収入および運用益」は契約数が増加したことにより、また、「その

他の営業収入」は主に運営事業収入の増加により、それぞれ前年同期に比べて増加しました。一方、「有価証

券等仲介手数料および売却益」は、株式会社あおぞら銀行の株式売却益を計上した前年同期に比べて減少し

ました。 

 

営業費用は、前年同期の 398,268 百万円に比べて９％増の 433,319 百万円になりました。オリックス・クレ

ジット株式会社の子会社化や企業買収等により「販売費および一般管理費」が増加したほか、「有価証券評価

損」は前年同期に比べて、主に市場性のない有価証券にかかる評価損が増加しました。また、「その他の営業
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費用」は主に運営事業の拡大により増加しています。一方、「支払利息」は借入債務残高の減少により、「貸

倒引当金繰入額」は不良債権残高が減少したことから、それぞれ前年同期に比べて減少しました。 

 

「持分法投資損益」は、マネックスグループ株式会社に対する投資について評価損を計上した前年同期に比

べて増加しました。「子会社・関連会社株式売却損益および清算損」はオリックス・クレジット株式会社の子

会社化に伴い評価益を計上したことから前年同期に比べて増加しました。 

 

以上のことから、税引前四半期純利益は、前年同期の 75,321 百万円に比べて 17％増の 87,999 百万円、当社

株主に帰属する四半期純利益は、前年同期の 44,694 百万円に比べて 34％増の 59,840 百万円になりました。 

 

＜セグメント別動向＞  

 

当第２四半期連結累計期間のセグメント利益は、前年同期の 80,172 百万円から 19％増の 95,222 百万円とな

りました。 

 

なお、当社は、平成 24 年４月１日より、会計基準書アップデート第 2010-26 号（保険契約の取得または更新

に伴う費用の会計処理-会計基準編纂書 944（金融サービス-保険））を過年度の連結財務諸表に遡って適用し

ました。これらの変更により、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度末も組替再表示しています

（11 ページ（5）セグメント情報参照）。 

 

各セグメントの当第２四半期連結累計期間の動向は以下のとおりです。 

 

法人金融サービス事業部門 

当事業部門では、主に融資事業、リース事業および金融商品販売などの手数料ビジネスを行っています。 

 

ファイナンス・リース収益は、好調な新規実行高と平均残高の増加に支えられ堅調に推移し、営業貸付金は

新規実行高は順調に推移しているものの、平均残高減少に伴い貸付金収益が減少しました。この結果、セグ

メント収益は、前年同期に比べてほぼ横ばいの 36,135 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、貸倒引当金繰入額の減少により、前年同期に比べて減少しました。 

 

上記の結果、セグメント利益は、前年同期の 8,556 百万円に比べて 37％増の 11,753 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、営業貸付金が減少したものの、ファイナンス・リース投資残高が増加したため、前連結

会計年度末並みの 897,791 百万円になりました。 

 

メンテナンスリース事業部門 

当事業部門は、自動車事業およびレンタル事業により構成されています。自動車事業では、自動車リース、

レンタカーおよびカーシェアリングを、レンタル事業では、測定機器・情報関連機器などのレンタルおよび

リースを行っています。 
 

国内企業の生産活動は持ち直しの動きが見られるなど、緩やかに回復しつつあります。いまだ事業環境は楽

観できないものの、企業のコスト削減ニーズ等をとらえた付加価値の高いサービスを提供することで収益は

安定しています。 

 

オペレーティング・リース収益が堅調であったことにより、セグメント収益は、前年同期並みの 117,403 百

万円と引き続き順調に推移しました。一方、セグメント費用は、前年同期に比べて販売費および一般管理費

は減少したものの、オペレーティング・リース投資の増加に伴いオペレーティング・リース原価が増加し、

結果として前年同期に比べて微増となりました。 

 

上記の結果、セグメント利益は、前年同期の 18,312 百万円に比べて３％減の 17,772 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、オペレーティング・リース投資およびファイナンス・リース投資が共に増加した結果、

前連結会計年度末比６％増の 569,207 百万円になりました。 

 

不動産事業部門 
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当事業部門は、不動産開発・賃貸・ファイナンス事業、施設運営事業、不動産投資法人（ＲＥＩＴ）の資産

運用・管理事業および不動産投資顧問業を行っています。 

 

オフィスビル市場は、調整局面が続いていますが、Ｊ-ＲＥＩＴや海外投資家等、新規に物件を取得する投資

家も散見されます。このような環境下、不動産投資事業は資産の入替えを進める方針のもと、丁寧に売却を

進めています。また、マンション分譲事業は、引き渡し戸数が前年同期の 467 戸から 611 戸へ増加しました。 

 

セグメント収益は、運営事業収入および賃貸不動産売却益等の増加により、前年同期の 95,906 百万円に比べ

て、13％増の 108,044 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、貸倒引当金繰入額、支払利息等が減少したものの、運営事業費用、有価証券評価損およ

び不動産販売原価が増加したことにより、前年同期に比べて増加しました。 

 

上記に加え、前年同期に不動産共同事業体における売却利益の計上もあり、セグメント利益は、前年同期の

3,454 百万円に比べて 14％減の 2,982 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、賃貸不動産の売却や営業貸付金および投資有価証券の減少により、前連結会計年度末比

７％減の 1,269,548 百万円になりました。 

 

事業投資事業部門 

当事業部門では、サービサー（債権回収）事業、環境エネルギー関連事業およびプリンシパル・インベスト

メント事業を行っています。 

 

国内の環境ビジネスは、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入を受け、メガソーラーなど発電事業

に参入する企業が増加しています。また、2013 年３月末の中小企業金融円滑化法の期限切れを控えて、金融

機関の保有する不良債権が顕在化する可能性が高まるなど、当セグメントの事業機会は拡大が見込まれてい

ます。 

 

セグメント収益は、株式会社あおぞら銀行の株式売却益を計上した前年同期に比べ、有価証券売却益は減少

したものの、サービサー事業の大口回収等の増加、前第４四半期連結会計期間および当第１四半期連結会計

期間に買収した株式会社河内屋および株式会社キンレイの収益計上により、前年同期の 40,166 百万円に比べ

て 23％増の 49,228 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、上記連結子会社の費用計上および有価証券評価損や長期性資産評価損が増加したことに

より、セグメント収益同様、前年同期に比べ増加しました。 

 

上記に加え、前年同期に比べ持分法投資損益が増加したことにより、セグメント利益は、前年同期の 14,931

百万円に比べて 10％増の 16,408 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、投資有価証券および営業貸付金が減少したため、前連結会計年度末比９％減の 428,457

百万円になりました。 

 

リテール事業部門 

当事業部門は、生命保険事業、銀行事業およびカードローン事業により構成されています。 

 

生命保険事業では、前年同期に比べて、運用損益は減少したものの、契約数増加により保険料等収入が順調

に伸びています。 

 

銀行事業では、個人向け住宅ローンを中心に順調に伸び、収益、利益ともに堅調に推移しています。 

 

カードローン事業は、オリックス・クレジット株式会社の子会社化により、当第２四半期連結会計期間から、

収益、利益ともに寄与しています。 

 

セグメント収益は、前年同期の 79,829 百万円に比べて 11％増の 88,940 百万円になりました。 

 

セグメント費用は、オリックス・クレジット株式会社の子会社化による販売費および一般管理費の増加や、
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貸倒引当金繰入額等の増加により増加しました。 

 

また、持分法適用関連会社であったオリックス・クレジット株式会社の子会社化に伴う評価益の計上に加え

て、前年同期に持分法適用会社であるマネックスグループ株式会社に対する投資について評価損を計上した

影響により、セグメント利益は、前年同期の5,850百万円に比べておよそ４倍の23,647百万円になりました。 

 

セグメント資産は、主にオリックス・クレジット株式会社の子会社化により営業貸付金が増加したため、前

連結会計年度末比 12％増の 1,944,688 百万円になりました。 

 

海外事業部門 

当事業部門は、米州およびアジア・大洋州・欧州における、リース事業、融資事業、債券投資事業、投資銀

行事業、船舶・航空機関連事業により構成されています。 

 

米州地域は、雇用や住宅市場が底堅く推移するなど、緩やかな回復が続いています。一方、アジア地域は、

中国やインドなどがやや減速していますが、インドネシアなど東南アジア諸国では比較的高成長が続いてい

ます。 

 

セグメント収益は、米州地域での有価証券売却益が減少したものの、アジアのファイナンス・リース収益、

自動車や航空機のオペレーティング・リース収益が堅調に推移し、米州でのローン債権売却益や手数料収入

も前年同期と比べ増加したことにより、前年同期の 91,308 百万円に比べて２％増の 93,287 百万円になりま

した。 

 

セグメント費用は、有価証券評価損および貸倒引当金繰入額が減少したものの、販売費および一般管理費が

増加したことにより、前年同期に比べて増加しました。 

 

上記に加え、前年同期に比べ持分法投資損益が減少したことにより、セグメント利益は、前年同期の 29,069

百万円に比べて 22％減の 22,660 百万円になりました。 

 

セグメント資産は、航空機等のオペレーティング・リース投資等の増加要因もありましたが、米州地域での

ローン債権および地方債の売却等により、前連結会計年度末並みの 973,862 百万円になりました。 

 

なお、欧州地域におけるエクスポージャーはほとんどなく、欧州経済の財政問題によるセグメント利益およ

びセグメント資産への直接的な影響はありません。 

 

 

（2）連結財政状態に関する定性的情報 
 

財政状態の状況 

 

   
前連結会計 

年度末 

当第２四半期 

連結会計期間末
増減 増減率 

総資産           （百万円） 8,332,830 8,186,534 △146,296 △2％ 

 （うち、セグメント資産）  6,002,139 6,083,553 81,414 1％ 

負債合計       （百万円） 6,874,726 6,693,416 △181,310 △3％ 

 （うち、長短借入債務）  4,725,453 4,506,415 △219,038 △5％ 

 （うち、預金）  1,103,514 1,128,053 24,539 2％ 

当社株主資本       （百万円） 1,380,736 1,415,999 35,263 3％ 

1 株当たり当社株主資本 （円） 12,841.46 13,169.28 327.82  3％ 
*平成 24 年４月１日より、会計基準書アップデート第 2010-26 号（保険契約の取得または更新に伴う費用の会計処理- 

会計基準編纂書 944（金融サービス-保険））を過年度の連結財務諸表に遡って適用しており、過年度について組替再

表示しています。 

 

総資産は、前連結会計年度末の 8,332,830 百万円に比べて２％減の 8,186,534 百万円になりました。「オペレ

ーティング・リース投資」は主に国内における自動車リースや、海外における航空機リースが伸張したこと

等により増加しました。また、オリックス・クレジット株式会社の子会社化に伴い「営業貸付金」が増加し

ました。一方、「現金および現金等価物」が減少したほか、「投資有価証券」が、主に社債等の負債証券の売
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却および償還等により減少しました。なお、セグメント資産は、前連結会計年度末に比べて１％増の

6,083,553 百万円になりました。 

 

負債については、資産、キャッシュ・フロー、手元流動性および国内外の金融環境の状況に応じて有利子負

債残高を適切にコントロールしています。この結果、前連結会計年度末に比べて「長短借入債務」が減少し

ました。 
 

当社株主資本は、主に「利益剰余金」の増加により前連結会計年度末から３％増の 1,415,999 百万円になり

ました。 

 
 
（3）連結業績目標に関する定性的情報 
 

当連結会計年度の見通し 

 

上記の経営環境のもと、平成 25 年３月期通期の連結業績目標につきましては、営業収益 1,030,000 百万円（平

成 24 年３月期比 6.0％増）、当社株主に帰属する当期純利益は 100,000 百万円（平成 24 年３月期比 19.7％増）

を目標とします。 

 

法人金融サービス事業部門では、「金融＋サービス」を加速化させるとともに、グループ各社との連携を強化

し、新たなビジネス機会を獲得することで、利益の拡大を目指します。 

 

メンテナンスリース事業部門では、高付加価値サービスの拡大と成長分野へのリソースの投入により、引き

続き安定した利益を見込んでいます。 

 

不動産事業部門では、資産の圧縮を継続しつつ、運営事業やアセットマネジメント事業の推進などにより、

安定した収益基盤の強化を図ります。 

 

事業投資事業部門では、サービサーの専門性を活かした業務の拡大、プリンシパル・インベストメント事業

の新規案件の獲得ならびに環境エネルギー分野への投資の推進により、利益の拡大を目指します。 

 

リテール事業部門では、生命保険事業および銀行事業においては、更なる事業拡大に応じた利益貢献を見込

んでいます。また、カードローン事業については、オリックス銀行とオリックス・クレジットの一体経営を

通じてグループに貢献する見込みです。 

 

海外事業部門では、米州地域は安定したフィービジネスの強化により、アジアを中心とした地域ではリース

事業および新規投資の拡大により、それぞれ収益の成長を目指します。 

 

なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合

理的であると判断する一定の前提に基づいていますが、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。これらの業績見通し等に依拠することはお控えくださるようお願いします。 

 

業績見通し等と異なる結果を生じさせる原因となる要素は、当社が関東財務局長に提出しています有価証券

報告書の「事業等のリスク」、アメリカ合衆国証券取引委員会（ＳＥＣ）に提出しています Form 20-Ｆによ

る報告書の「リスク要因（Risk Factors）」に記載されていますが、これらに限られるものではありません。 
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２．サマリー情報（その他）に関する事項 
 

（1）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 
 

当社は平成 24 年 6 月 29 日、株式会社三井住友銀行から同社の保有するオリックス・クレジット株式会社の

全株式（4,004,824 株（発行済み株式総数に対する割合は 51％））を譲り受け、これまでの持分法適用関連

会社から当社の完全子会社といたしました。 

 

 

（2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 
 

該当事項はありません。 

 

 

（3）会計方針の変更 
 

平成 24 年４月１日より、会計基準書アップデート第 2010-26 号（保険契約の取得または更新に伴う費用の会

計処理-会計基準編纂書 944(金融サービス-保険))を適用しています。このアップデートは、繰延保険契約費

用となる新規および契約更新費用の定義を改訂し、繰延処理するのは、新規保険契約の獲得もしくは保険契

約の更新に「直接的に関連」する費用としています。このアップデートによれば、特定の基準を満たさない

広告宣伝費や、成立しなかった契約に関連する費用等は発生時に費用処理されることになります。当社およ

び子会社は、このアップデートを平成 24 年４月１日から、過年度の連結財務諸表に遡って適用しています。

このアップデートの遡及適用による、当社および子会社の財政状態への影響は、適用日において、連結貸借

対照表上、その他資産が約 220 億円の減少、利益剰余金（税効果控除後）が約 154 億円の減少でした。また、

このアップデートの遡及適用による当社および子会社の前第２四半期連結累計期間の経営成績への影響は、

継続事業からの利益および当社株主に帰属する四半期純利益がそれぞれ 641 百万円減少し、1 株当たり当社

株主に帰属する四半期純利益（基本的）および 1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益（希薄化後）が、

それぞれ 5.96 円および 4.85 円減少しました。 
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3.　四半期連結財務諸表等

(1)   四半期連結貸借対照表 (米国会計基準)

  　 (単位:百万円)

前連結会計年度にかかる 当第２四半期 前連結会計年度にかかる 当第２四半期

要約連結貸借対照表 連結会計期間末 要約連結貸借対照表 連結会計期間末

（平成24年3月31日） （平成24年9月30日） （平成24年3月31日） （平成24年9月30日）

現金および現金等価物 786,892 719,012 短期借入債務 457,973 356,033

使途制限付現金 123,295 102,291 預金 1,103,514 1,128,053

定期預金 24,070 8,998 支払手形および未払金等 290,466 290,358

ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ投資 900,886 924,063 未払費用 110,057 100,954

営業貸付金 保険契約債務 405,017 412,097

未払法人税等 98,127 118,601

受入保証金 142,092 136,938

長期借入債務 4,267,480 4,150,382

貸倒引当金 △ 136,588 △ 117,519

(負債合計) 6,874,726 6,693,416

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ･ﾘｰｽ投資 1,309,998 1,368,325

償還可能非支配持分 37,633 37,728

投資有価証券 1,147,390 1,067,705

契約債務および偶発債務

その他営業資産 206,109 212,522

関連会社投資 331,717 293,566 資本金 144,026 144,026

その他受取債権 188,108 178,658 資本剰余金 179,223 179,410

棚卸資産 79,654 61,872 利益剰余金 1,202,450 1,252,467

前払費用 39,547 43,990 その他の包括利益累計額 △ 96,056 △ 111,015

社用資産 123,338 118,212 自己株式（取得価額） △ 48,907 △ 48,889

その他資産 438,516 427,888 (当社株主資本合計) 1,380,736 1,415,999

非支配持分 39,735 39,391

(資本合計) 1,420,471 1,455,390

資産合計 8,332,830 8,186,534 負債・資本合計 8,332,830 8,186,534

(注) 1. その他の包括利益累計額内訳  

前連結会計年度にかかる 当第２四半期

要約連結貸借対照表 連結会計期間末

未実現有価証券評価損益 16,145 19,371

確定給付年金制度 △ 14,343 △ 14,167

為替換算調整勘定 △ 95,692 △ 114,730

未実現ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ評価損益 △ 2,166 △ 1,489

△ 96,056 △ 111,015

2. 平成24年４月１日より、会計基準書アップデート第2010-26号（保険契約の取得または更新に伴う費用の会計処理-会計基準編纂書944

（金融サービス-保険））を過年度の連結財務諸表に遡って適用しており、過年度について組替再表示しています。

2,769,898 2,776,951
(平成24年3月31日および
平成24年9月30日におい
て、会計基準編纂書825-
10に基づき公正価値評価
した、それぞれ19,397百
万円および11,619百万円
を含む)
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(2)   四半期連結損益計算書 (米国会計基準)

　　　(単位:百万円)

営 業 収 益

ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ収益

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ収益

貸付金および有価証券利息

有価証券等仲介手数料および売却益

生命保険料収入および運用益

不動産販売収入

賃貸不動産売却益

その他の営業収入

営 業 費 用

支払利息

ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ原価

生命保険費用

不動産販売原価

その他の営業費用

販売費および一般管理費

貸倒引当金繰入額

長期性資産評価損

有価証券評価損

為替差損（△益）

営 業 利 益

持分法投資損益

子会社・関連会社株式売却損益および清算損

税 引 前 四 半 期 純 利 益

法人税等

継 続 事 業 か ら の 利 益

非継続事業からの損益

非継続事業からの損益 1,629 2,711

法人税等 △ 655 △ 1,023

非継続事業からの損益（税効果控除後）

四 半 期 純 利 益

非 支 配 持 分 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益

償還可能非支配持分に帰属する四半期純利益

当 社 株 主 に 帰 属 す る 四 半 期 純 利 益

     

     

当第２四半期連結累計期間

 （自　平成24年　4月 1日

   至　平成24年　9月30日）

1,887841

前第２四半期連結累計期間

 （自　平成23年　4月 1日

   至　平成23年　9月30日）

75,321

61,52645,826

59,840

　するとともに、当該事業にかかる過年度の損益を組替再表示しています。

63,214

26,473

46,800

2,343

44,694

1,265

3,417

87,999

△  2,809 6,980

(注) 1.米国財務会計基準審議会会計基準編纂書205-20「財務諸表の表示-非継続事業」に従い、非継続事業にかかる損益を独立表示

1,688974

29,495

1,487

2,8038,787

△  359△  96

4,1371,900

11,6766,629

20,94516,561

104,61492,999

52,67157,096

77,60275,787

96,86291,909

93,37077,254

46,60045,229

157,055129,406

433,319398,268

253

66,97663,425

18,33216,202

金　　　　額 金　　　　額

147,518145,248

26,38025,099

2.平成24年４月１日より、会計基準書アップデート第2010-26号（保険契約の取得または更新に伴う費用の会計処理-会計基準

  編纂書944（金融サービス-保険））を過年度の連結財務諸表に遡って適用しており、過年度について組替再表示しています。

510,921474,055

78,70175,473

13,26418,949

2,695
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(3)   四半期連結包括利益計算書 (米国会計基準)

(単位:百万円)

（自　平成23年  4月 1日 （自　平成24年  4月 1日

　至　平成23年 　至　平成24年

四半期純利益 46,800 63,214

その他の包括利益（△損失）

　未実現有価証券評価損益 △  5,683 3,445

　確定給付年金制度 116 179

　為替換算調整勘定 △  27,417 △  23,116

　未実現デリバティブ評価損益 666 676

その他の包括利益（△損失）　計 △  32,318 △  18,816

四半期包括利益　計 14,482 44,398

非支配持分に帰属する四半期包括利益（△損失） △  2,638 93

償還可能非支配持分に帰属する四半期包括利益（△損失） △  1,561 △  665

当社株主に帰属する四半期包括利益 18,681 44,970

前第２四半期連結累計期間

 9月30日）

当第２四半期連結累計期間

 9月30日）
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(4)   継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(5)   セグメント情報 (米国会計基準)

事業の種類別セグメント情報 　　　(単位:百万円)

当第２四半期

連結会計期間末

（自　平成23 年 4月 1日 （自　平成24 年 4月 1日

至　平成23 年 9月30日） 至　平成24 年 9月30日）

ｾｸﾞﾒﾝﾄ収益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ収益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益 ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産 ｾｸﾞﾒﾝﾄ資産

法人金融ｻｰﾋﾞｽ事業 36,060 8,556 36,135 11,753 898,776 897,791

ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾘｰｽ事業 117,546 18,312 117,403 17,772 537,782 569,207

不動産事業 95,906 3,454 108,044 2,982 1,369,220 1,269,548

事業投資事業 40,166 14,931 49,228 16,408 471,145 428,457

ﾘﾃｰﾙ事業 79,829 5,850 88,940 23,647 1,738,454 1,944,688

海外事業 91,308 29,069 93,287 22,660 986,762 973,862

460,815 80,172 493,037 95,222 6,002,139 6,083,553

四半期連結財務諸表

（連結財務諸表）との調整 13,240 △ 4,851 17,884 △ 7,223 2,330,691 2,102,981

474,055 75,321 510,921 87,999 8,332,830 8,186,534

(注) 1.

2.

3.

       

所在地別情報　　

前第２四半期連結累計期間 　　　(単位:百万円)

日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務
諸表との調整

連結合計

営業収益 376,957 59,166 50,972 △ 13,040 474,055

税引前四半期純利益 46,391 13,160 17,399 △ 1,629 75,321

当第２四半期連結累計期間 　　　(単位:百万円)

日本 米州地域 その他海外
四半期連結財務
諸表との調整

連結合計

営業収益 406,542 59,011 49,657 △ 4,289 510,921

税引前四半期純利益 66,278 11,835 12,597 △ 2,711 87,999

(注) 1. 本邦以外の区分に属する主な国または地域
　米州地域　・・・米国
　その他海外・・・アジア地域、欧州地域、大洋州地域、中東地域

2. 上記の所在地別情報では、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益を含めています。

(6)   株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。

(7)   重要な後発事象

該当事項はありません。

当社の業績評価は、税引前四半期純利益に税効果控除前の非継続事業からの損益、非支配持分に帰属する四半期純利益および償還可能非支配
持分に帰属する四半期純利益を加減しています。なお、セグメント利益には税金費用は含まれていません。

会計基準編纂書810-10（連結-変動持分事業体）に基づいて連結対象となっている変動持分事業体（ＶＩＥ）のうち、ＶＩＥの資産がＶＩＥの
債務等の返済にのみ使用され、ＶＩＥの負債の債権者が当社および子会社の他の資産に対する請求権を持たない証券化のためのＶＩＥについ
ては、セグメント資産として当該ＶＩＥの資産の合計金額ではなく、当該ＶＩＥに対する当社投資相当金額を計上しており、これに合わせて
セグメント収益として当社投資相当金額に対する収益を純額で計上しています。なお、連結対象ＶＩＥが保有する資産および負債に係わる損
益のうち、最終的に当社が負担すべきでない損益については、セグメント損益に含まれていません。

平成24年４月１日より、会計基準書アップデート第2010-26号（保険契約の取得または更新に伴う費用の会計処理-会計基準編纂書944（金融
サービス-保険））を過年度の連結財務諸表に遡って適用しており、過年度について組替再表示しています。

(平成24年 9月30日)

ｾｸﾞﾒﾝﾄ計

連結合計

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 前連結会計年度末

(平成24年 3月31日)
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